
○ 母子健康手帳の様式については社会情勢の変化や保健医療福祉制度の変化等に伴い改正を行ってきた。

○ デジタル化が進む中で、平成30年度に「データヘルス時代の母子保健情報の利活用に関する検討会」を開催し、電子化
すべき情報等について中間報告書がとりまとめられ、令和２年度からはマイナポータルを通じて本人が閲覧できる仕組
みとしたところである。一方で、母子保健情報について、乳幼児健康診査の内容の標準化や、情報の連携や利活用の在
り方等については引き続き検討が必要な事項とされている。

○ このような社会的状況の変化等を踏まえ、今般、母子健康手帳、母子保健情報等に関して検討を行うことを目的とし、
学識経験者・関係団体代表者等の協力を得て、厚生労働省子ども家庭局長の下に、本検討会を開催するものとする。

安宅 満美子

とりこえ助産院 助産師

（公益

・ 母子保健情報の電子化や自治体の電子的母子保健ツールの導入 、任意様式の情報量等の現状を踏まえ、
母子健康手帳の電子化、紙と電子の役割についてどう考えるか。

・ 母子健康手帳の役割 について、どのように考えるか。
・ 多胎児、低出生体重児、障害のある子ども、外国人家庭等 多様性に配慮した情報提供や父親の育児を推進する方策に

ついて、どのように考えるか 。
・ 母子健康手帳に反映すべき近年の制度改正等の動きやエビデンスはあるか。

（50音順・敬称略。◎は座長）

◎

母子健康手帳、母子保健情報等に関する検討会について
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石田 淳子
府 中 市 子 ど も 家庭 部 子 ど も 家 庭 支 援 課長 ・子 ど
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森田 圭子 特定非営利活動法人ホームスタートジャパン 代表理事
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渡辺 弘司 公益社団法人日本医師会 常任理事

（１）母子健康手帳の見直し方針について（夏頃を目途に検討）
⇒ 令和５年度以降、各市町村において新様式の母子健康手帳を交付

（２）電子化すべき乳幼児健診等の母子保健情報について（年度内に方向性を検討）

スケジュール
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「母子健康手帳の見直し方針について※」の概要
※母子健康手帳、母子保健情報等に関する検討会中間報告書（令和４年９月２０日）

（１）母子保健情報・母子健康手帳の電子化について
・現状：令和２年度以降、マイナポータルを通じて一部は閲覧可能

・今後の対応：

・母子保健分野に係る国民の利便性の向上、地方公共団体や医療機関の事務負担の軽減等を図るため、
令和７年度を目標時期として地方公共団体の基幹業務等システムの統一・標準化が進められていることも踏まえ、
マイナンバーカードを活用した母子健康手帳のデジタル化に向け、環境整備を進めていくことが適当

・令和５年度以降、保護者に対する育児等の情報（任意様式）について、主として電子的に提供することが適当

（２）名称について

・父親の育児参加等の観点から変更すべきとの意見の一方、現在の名称の定着を理由に変更すべきでないとの意見

⇒ 「母子健康手帳」の名称は変更しない

・複数の自治体で既に他の名称を併記 ⇒ 市町村が独自に名称を設定し併記できる旨を、今後厚労省において周知

・心や体のことで悩みがある場合に地域の子育て世代包括支援センター等に相談するよう促す記載を追加

・産後ケア事業に関する記録欄を追加し、関係者間での実施状況等の共有を推進

・妊婦健診の標準的な検査の内容や意義等について情報提供を充実、検査陽性の場合に精密検査等を促す趣旨の記載を追加

・父親や家族が記載する欄を増加

・家族の多様性を踏まえ、適切な範囲で「保護者」という表現に改定

・成長発達の目安の記載項目について、両親が不安にならないよう注釈を追加。あわせて、追加する項目の考え方を整理

・妊娠・新生児・乳幼児・学童期・思春期にいたる継続性の観点から、任意様式に学童期以降の健康状態の記録欄を追加

・多言語版の母子健康手帳、低出生体重児向けの成長曲線等の充実等、多様性に配慮した情報提供を充実

・妊婦や保護者を自治体などの必要な支援に適切につなげられるよう、相談窓口の連絡先等をわかりやすく情報提供

・災害時への対応として、避難場所の連絡先や平時からの備えなどについて情報提供

母
親
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親
や
家
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こ
ど
も

そ
の
他

１．全体的な事項について

２．個別の事項について
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（参考）母子保健情報の電子化に関する現状と方向性について
※母子健康手帳の観点からの整理

省令様式 任意様式

健康記録

妊婦や保護者の
記録等

※妊婦や保護者の
気持ちなどの
自由記述など

情報提供

標準的な電子的記録様式が
定められている項目 法定外乳幼児

健診（３～４
か月、１歳半、
３歳以外）、
健康管理、
成長発達

など

最低限電子化
すべき情報

乳幼児健診（３～４か
月、１歳半、３歳）

の一部
※受診の有無や診察所見の

判定等

乳幼児健診（３～４

か月、１歳半、３歳）

の一部、妊婦健診

電子化の
現状

○
マイナポｰタルにて
閲覧可能、かつ、
転居時等に他の

自治体に引き継ぎ可能

△～× △～× ×
△

（一部QRコードや
HPリンクを記載）

自治体の
把握状況＊ ○ △～× △～×

電子化に向け
た方向性

対応済み
令和4年度にマイナポータルに

更に掲載すべき
項目の有無等を検討

※個人の思いや気持ち
を記したものであるこ
とから、マイナポータ
ルに掲載することは想
定されない

令和5年度から
主として電子的に提供

*電子化されたデータだけでなく、紙で情報を保有している場合を含む 3


